『第35回未来構想戦略フォーラム』講演要旨

「東アジア共同体に向けて

　　　　――新しいアジア人意識の確立――」

　　　　　　　　　　　　　　　　総合開発研究機構研究員　　李　鋼哲　氏

　　　　　　　　　　　　　　　2004年12月14日　 東京都・港区商工会館研修室　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　李さんは、中国吉林省延辺朝鮮族自治州出身の朝鮮族です。

　北京の中央民族大学で哲学を学んだ後、将来を嘱望される共産党大学院に進み『党建研究科』を八七年に修了しました。　党建　とは党の建設であり、変化する中国社会で共産党の影響力を如何に確保するかを研究する中枢部門です。

　しかし、李さんは栄達を約束された道を捨て、90年代から日本に住んで、環日本海総合研究機構、東アジア総合研究所、東京財団などで研究活動を続けています。

　それは、86年の胡耀邦・党総書記（当時）の失脚、89年の天安門事件によって、予測の難しい中国政治に深入りして、人生を不安定化することを避けようと思ったことが一つ。そして、中国の政界で栄達するためには,能力があること,人間関係に恵まれていること,ゴマスリがうまいことの三条件が必要だということ気づいたためだそうです。

　能力は別にして、あとの二つ、特に思ったことを言いたい自分には、ゴマスリができないことを自覚して、研究者の道を選んだということです。

　中国のパスポートを持っていますが、日本をベースに世界各国に出掛け、中国にいるよりはるかに動きやすいそうで、昨年（2003年）平壌に行ったときは、朝鮮族同士として、北朝鮮の人々と話し合ってきたそうです。

　いま中国が最も恐れているのは、北朝鮮の体制が崩壊し、韓国が吸収合併する形で南北統一が実現することで、すると、理論的には、中朝国境の鴨緑江まで、強大な米軍事力の影響下に入ってしまうことで、中国政府は、そうした事態は絶対に避けたいわけです。

　こうしたパワーポリティクス（power politics 武力を背景にした政治・外交）の見取図について、李さんは「自分は国家のゲームには関心がないんです」と言いたげに、さらりと語ります。そして、自らを「もうナニジンか分からなくなってきたから、アジア人と言い始めているんです」と話します。

　国に過剰に頼ることのないアジア人、中国共産党員としての栄達を未練気なく手放した李さんのような人は『アジア共同体』を一足先に具現化しているのかも知れません。

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------
　　　　□ 一つ一つをじっくり考えるスタンスを大事にしながら

　　　　　　　東アジア共同体問題に取り組んでおります。
　今日、お話するテーマは、『東アジア共同体に向けての意識改革』――〈中華思想・五族協和〉から〈新しいアジア人意識〉の確立を目指して――です。

　実は、私の研究の分野は、国際経済、国際金融論ですから、例えば、ＮＩＲＡ（National Institute for Research Advancement 総合開発研究機構）などで、北東アジア地域協力に関する政策提示などをやっております。

　そこで、いま手がけている仕事に、北東アジアグランドデザインというプロジェクトがありますが、これはインフラストラクチャー（infrastructure 道路、鉄道、港湾、ダムなど、産業基盤の社会資本のこと。最近では、学校、病院、公園、社会福祉施設など、生活関連の社会資本も含めていう）の整備を中心に進めております。

　私はもともと「ハード（hard 固いさま）面の意識改革も大事だけれども、これからはソフト（soft柔らかなさま）面の意識改革が大事ではないか」と考えております。

　そういえば、私の名前は、見るからに頑固そうな〃鋼哲〃ですが、これは、貧しい家に生まれて、しかも病弱だったので、両親が「身体が強くなれ、精神も善くなれ」という意味を込めたらしくて〃鋼〃はハードの象徴〃哲〃はソフトの象徴で「両面を兼ね具えた人間になりなさい」という願いから鋼哲と命名したみたいです。

　たまたま、私は北京の中央民族大学で哲学を学びましたけれども、一つ一つをじっくり考えるスタンス（stance 姿勢）を大事にしながら〈物事をどのように捉えたらいいか〉という側面から、東アジア共同体問題に取り組んでおります。

　　　□外務省がせっかくお金を出してＯＤＡに貢献しているのに

　　　　　　　　　　　積極的に参加しないのは非常に悲しいことです。
　さて、日本はいま世界最大のＯＤＡ（発展途上国に対する無償援助、技術協力、借款などに関する国際開発機関）の貢献国ですが、そのわりにはいろんな国際プロジェクトに参加していなくて、私はたいへん残念に思っております。

　先だってもオーストリアのウイーンで、豆萬江、羅津、清津、丹東、新義州など、つまり、中国、北朝鮮、ロシアの国境地域の開発・投資に関する戦略を練る会議が開かれまして、私はたまたまこの会議に参加しました。

　実は、国連が仲立ちをして「中国とロシアと北朝鮮の国境地帯を経済特区にして、共同で開発しよう」という戦略的開発クラスター（cluster 集合体）のプロジェクトが、九〇年代初頭から進められ、これの推進のために、九五年に多国間協力調整機構が作られました。

　これには、ロシア、中国、北朝鮮の三ケ国が参加して、日本にも「ぜひ参加してほしい」

　というオファー（offer 申し出）があったのですが、なぜか参加しませんでした。

　私は初めてこの会議に参加したのですが、日本には情報が伝わっていなかったのか、誰一人参加しなかったのは非常に残念でした。

　私は事前に、日本の国際機構代表部に「こういう会議が、ウイーンで開かれるので、ぜひ参加して、日本の外務省をフォロー（follow 補い助けること）してほしい」

　と乞われていたので、参加をして、手元にあった資料を参考に、日本の立場を説明しました。

　このような、東北アジア地域開発プロジェクトの重要な会議が開かれたとき、日本はシャットアウト（shutout 締め出すこと）されていないのに、なぜか参加を拒んでおります。

　あるいは、政治的な難しい問題が絡んでいるのかも知れませんが、こういう場で活躍できる人材は必要で、外務省がせっかくお金を出してＯＤＡに貢献しているのに、このようなプロジェクトに参加しないのは非常に悲しいことです。

　　□日本では百年前に先達の一人、岡倉天心が

　　　　　　　　　　　　―アジアは一つと唱えました。
　ところで、私は今日のお話のレジュメ（resume 内容の参考資料）に―東北亜人（東北アジア人）と書きましたが「いったいなぜ、東北亜人なのか」ということについて説明します。

　世界の人々は皆、一つの国に属し、一つの民族集団に属していますが、時代の推移に伴い地域分化が生じることによって、二重・三重の従属が可能になってきました。

　いまよく使われる表現に、グローバリゼーション（globalization 世界化）あるいは、地球市民などという言葉があって、例えば「私たちは日本人であり、同時に、地球人であり、地球市民である」と言う場合があります。

　ご承知のように、この世界には国があって、その中に国民とか市民が住んでおりますが、その範囲をさらに拡大すれば、私たちが住んでいる東アジアという一つのエリア（area 地域）がありますから、当然〈東アジア人〉という意識も必要ではないかと思うのです。

　例えば、日本では百年前に、先覚者の一人、岡倉天心（明治時代の美術界の指導者。1962～1913年）が―アジアは一つと唱えました。

　これを、いま流行りのグローバリゼーションの視点から表現すれば―地球人ということになりますし、なかには―地球村　という表現を使っている人もいますが、基本的には同じ意味です。

　　　　□私は国家とか民族とかいう概念を乗り越えて

　　　　　　　　　東北アジア人として仕事をしております。

　これは、アイディアとしては面白いのですが、文化的には非常に複雑で、一口に〈アジア人〉と言っても、大きく次の三つに分けられます。

　　イスラム系で、中東・中央アジアの人々、ヒンドゥズ系で、南アジアの人々、儒教系・多文化圏で、東アジアの人々、実は、三つ目は〈儒教系〉として包括したかったのですが、日本には「日本文化（文明）は独自のもので、儒教系と断じるのは好ましくない」という説もありますので、単純に〈儒教系〉として包括することは無理かも知れないと考えて〈多文化圏〉を補足しましたが、つまり、この儒教系・多文化圏の中で、われわれ東北アジアの人々は暮らしているわけです。

　もう一つ、東南アジアがあって、これをどのように捉えるかは人によって違いますが、要するに、イスラム文明と、ヒンドゥズ文明と、儒教文明が入り混じって、東南アジア文明は形成されているのではないかと思います。

　それから、一口に東アジア地域と言っても、この〈東アジア〉という捉え方にはいろいろあって、人によって認識の仕方は違って、―アジア共同体、―東アジア共同体、―東南アジア共同体、など、いろんな提案・構想が出ていまして、日本を含めて、中国、韓国でも非常に混乱しているような気がします。

　しかし、その特殊性を考えて、ようやく―東北アジア共同体という構想が出てきましたが、もともとはみんな〈東アジア〉だということです。

　例えば、私の血筋は朝鮮半島ですが、中国で生まれ育って、いまは日本で暮らしながら（十四年目）研究をしており、そういう意味で、私は「国家とか民族とかいう概念を乗り越えて、東北アジア人として仕事をしている」ということになります。

· ブロック経済という意味ではなく、世界に開かれた
　東アジア共同体として捉えるべきだろうと私は思っております。

　
次は―問題意識と視角の観点からお話したいのですが、これは〈一つの問題をどのように捉えるか〉ということで、私は「時間軸と空間軸で捉えるべきである」と考えております。

　先ず、時間軸でわれわれが暮らしている東アジア地域を見ますと、近代化以前の東アジアは、基本的には、中華中心の華夷秩序（中国から見ていう外国との関係）でした。

　ところが、阿片戦争（一八四〇～四二年、清朝の阿片禁輸措置から、イギリスと清国との間に起こった戦争。清国が敗北し半植民地化の起点となった）以降の東アジアは、中華中心の華夷秩序が破壊されて動乱状態に入りました。

　つまり、阿片戦争から後は、西欧列強の侵略に加えて〈日本がアジアの主導権を争う〉という荒波のなかで、東アジアは動乱状態に陥って、このような状態が、1945年、第二次世界大戦が終わるまでつづきました。

　その後、東アジアは冷戦という形の動乱期に入るのですが、これは東西両陣営による分断と対立であって、私はこれは西欧依存型秩序の分断と対立であったと見ております。

　それじゃ、冷戦時代の東アジア、あるいは、東北アジアの政治と経済はどんなイメージだったかと言いますと、復興発展期の秩序模索期でなかったかと私は見ております。

　いったいなぜ復興発展期かというと、中国を始めとする繁栄していた東アジア文明・文化が、近代に入って没落してきたからで、この没落期をへて、いま復興する時期にきているのではないかと見るべきだからです。

　そして、２１世紀の東アジアの在り方「どんな東アジアになるべきか」ということは、私も含めての希望的な観測がありまして、それは、平和と平等の原則に基づいた『東アジア共同体秩序』であって、これは「ブロック経済という意味ではなくて、世界に開かれた東アジア共同体」として捉えるべきだろうと私は思っております。

　　□東北アジア経済協力というのは東アジア＋極東ロシア(シベリア)

　　　　　六ケ国・地域ということになるのではないかと思います。

　それじゃ、空間軸で東アジアを捉えるとどうなるでしょうか。

　昨今は、地域協力・地域統合などに関連して、地域概念が乱れていますので、私なりの研究に基づいて取りまとめますと―東アジアというのは、狭義的な概念では、日本＋朝鮮半島＋中国（台湾を含む）＋モンゴル＝東アジアということになりますが、これを、もうちょっと広義的な概念でいうと東南アジア＋東北アジア＝東アジアというふうに認識すればいいのではないかと思います。

　そこで、最近の動きから東アジアを見ますと日本＋韓国＋中国＋ＡＳＥＡＮ（アセアン）

　の枠組みが形成されつつありますから、そういう意味では、これは正当的なアプローチ（approach 取り組み方）で統合が進むのではないかと考えられます。

　　註・ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）は、1967年インドネシア・シンガポール・タイ・フィリピン・マレーシアの五ケ国で結成した地域協力機構で、97年にラオス・ミャンマーが加盟した。

　もう一つは機能的アプローチですが、これは主に東北アジア経済協力のことで、汎日本海経済協力圏とか、シベリアランド・ブリッジ（land bridge ）協力構想とか、あるいは、シベリアの天然ガス、石油のパイプライン構想などがありますが、これらはいずれも機能的なアプローチではないかなと思っております。

　そういう意味で、東北アジア経済協力というのは、東アジア＋極東ロシア（シベリア）の六ケ国・地域ということになるのではないかと思います。

· 90年代初頭に中国の経済学者は、「日中両国は
　東アジア号列車のダブル・エンジンである」と喩えました。
　次は、世界経済の〃極〃としての東アジアの問題について、お話したいと思います。

　例えば、1980年代以降の東アジア経済の勃興期を眺めますと、これは60年代からの発展形態ですけれども

　―雁行形態の発展モデル

　というか、日本を先頭とするアジア各国をアセアンが追う形の経済発展で、八〇年代までこの雁行形態の経済発展がつづきました。

　ところが、90年代以降、中国経済の急速な浮上によって

　―ダブル・エンジンモデル

　という言い方をしていますが、これは私が考案した表現ではなくて、九〇年代初頭に、中国の経済学者は、

「日中両国は、東アジア号列車のダブル・エンジンである」

　と喩えましたが、これは日中協力の必要性についての、中国側の認識を端的に示すもので、確かに、日中間で相互依存安定を構築しなければならない時期にきておりまして、私はそれに倣って、この言葉を使っております。

　そして、このダブル・エンジンというのは、日本と中国の経済規模の平準化と市場の拡大によって、この二つの市場は、東アジア全体の経済を加速するエンジンとしての役割を果たすのではないかというふうに考えられます。

　　　□　日本、中国、韓国の三ケ国で形成する東北アジアは

　　　　　　　　世界経済においてかなりの規模を持っております。

　次に、東北アジア地域の経済的規模とパワーは、どれほどのものかついて、ここで展望しておきたいと思います。

　世界における東北アジア（日・中・韓の三ケ国）の経済規模を、他地域と比較して見ますと、ＧＤＰ（国内総生産）規模はＮＥＡ（東北アジア）約６兆ドル、ＮＡＦＴＡ（アメリカ、カナダ、メキシコの北　　米自由貿易協定参加三ケ国）11兆ドル、ＥＵ（欧州連合）8兆ドル、ＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）5千万ドルとなっており、日・中・韓の三ケ国で形成する東北アジアは、世界経済においてもかなりの規模を持っております。

　また、東北アジア３ケ国の、70年代から90年代における経済成長率を見ますと、みんな世界ペースを大きく上回っております。

	
	1970年代
	1980年代
	1990年代

	　韓国
	8.8
	9.0
	5.4

	　中国
	5.6
	10.0
	10.2

	　日本
	4.6
	3.9
	1.0

	　全世界
	3.9
	3.0
	2.3


　
このなかで、日本は九〇年代に低くなって「失われた十年」　と言われていますが、中国と韓国は相変わらず高い伸び率を示しております。

　また、貿易に占める東北アジアの比率は、九八年から〇三年の五ケ年だけを捉えても、世界における順位を見ると、日本は三位、中国は十一位（香港九位、台湾十五位）、韓国十四位、ロシア二十二位というふうに、ロシアも含めて、二十位くらいに六ケ国のすべてが入っております。

　　　□　全世界の外貨準備高は約1兆9,500ドルであって

　　　　　　　　　　その中の50.26を東北アジアで占めております。
　次に、東北アジア地域の外貨準備高を見ますと、おおよそ9,800億ドルに達し、世界の半分を占めております。

　私の試算によると、2001年11月までの全世界の外貨準備高は約1兆9,500ドルであって、その中の実に50.26％を東北アジア諸国で占めているわけです。

　これを、国別にみると、日本は4038億ドルで、世界第一位になっております。

　中国（大陸）は2022億ドルですが、これに香港（1022億ドル）台湾（1150億ドル）を合わせたスリー・チャイナでは4400億ドルになって、わずかながら日本を上回り、世界のナンバーワンです。

　これに、韓国の約1千億ドル、ロシアの366億ドルを加えると、世界の外貨準備高の半分を占めることになって、さらにＡＳＥＡＮ（アセアン）を加えると、世界の外貨準備高の6割を超えることになります。

　ロシア全体を東北アジア地域に入れるのは、いささか問題ですから除くとしても、経済圏で分けるなら、香港と台湾を東北アジア地域として見ても大きな問題にはなりません。

　したがって、この地域の諸国は豊かな外貨資産を持った国際金融市場におけるプレーヤー（player 当事者）として、かなりの影響力を高めることは間違いなく、現実的に、そのような動きは現われております。

　例えば、中国通貨当局は、外貨預金におけるＥＵＲＯ（ユーロ）と日本円の比率を、それぞれ15％としておりましたが、2003年からＥＵＲＯ通貨が発行・流通するのに伴って、ＥＵＲＯの比率を20％に上げることに決めました。

　これは金融市場における強い影響力を伴いますから、日本円とドルの国際的地位に、直接に影響を与えることは間違いありません。

　　　□　いま東北アジア諸国は裕福な時期ですけれども

　　　　　　　使い方がわからないために他国に預けているわけです。

　いまお話した数字は、それぞれの国の公式な統計によるものですが、統計から洩れている金融・外貨資産も莫大な規模であることは間違いなくて「中国（大陸）は、国内に一兆ドルを超える外貨資産を持っている」という試算があります。

　ところが、国内に健全な金融システムが欠けているために、これら外貨資産の一部は香港やアメリカなど国際金融市場に逃げ出して〃外貨〃として再び中国市場に戻ってくるケースも少なくないと言われております。

　このように、東北アジアは潤沢な外貨準備と高い貯蓄率で、豊富な資金を持っていながら、共通の通貨圏を持たず、金融市場が未発達で、この地域には国際的な金融機関は『アジア開発銀行』のほかはありません。

　したがって、膨大な外貨資産はみんなアメリカ市場に流れて、国債を買ったりする形で、アメリカ経済を支えております。

　また、その資金の一部は、多国籍企業の手によって、東アジアに投資されて高いリターン（return 利益）を獲得し、いったん金融不安定になると、再び欧米市場に逃げてしまうという悪循環構造になっております。

　要するに、いま東北アジア諸国はリッチ（rich 裕福）な時期ですけれども「お金を持っているけれども使い方がわからない」　ために他国に預けているわけです。

　その資産を預かった国は、これを利用して儲けているというのが現実で、こんな馬鹿な話はないというので、私は―『東北アジア開発銀行』の設立に関する政策提言を、２年前に小泉総理に提出した経緯があります。

　　□　域内の潤沢な資金を持って地域開発をどう進めるかという

　　　　　　―域内資金循環システムを構築しなければなりません。
　最近、東北アジア地域は、中国の浮上によって、世界経済における地位が著しく向上しておりますけれども、同時に、国家間の格差が大きくてバランスが取れていません。

　ところが、この地域の開発ニーズ（needs必要性）と資金需要は大きくて、約15億の人口の中で、3分の２は発展途上国にあって、発展のポテンシャル（potential 潜在能力）は大きいので、本格的な開発はこれからです。

　にもかかわらず〈資金を必要とするところに、お金が回らない〉というのが現状で、それを打開するためには〈どうやって域内の潤沢な資金を持って地域開発を進めるか〉という―域内資金循環システムを構築しなければなりません。そのためには、ＥＵ（ヨーロッパ共同体）の先例に倣って―共通通貨圏の構築という構想は将来の夢として、現実的には、金融安定のためのメカニズム（mechanism 仕組み）構築を検討することが、焦眉の問題ではないかと私は思います。

　そのためには、先ず通貨と為替の安定措置が必要不可欠で、かつて、日本が提唱した
―ＡＭＦ構想は、アメリカとＩＭＦの反対で頓挫しましたが、諦めてしまってはならないと思います。

　例えば『新宮沢構想』として提案され『通貨スワップ協定』で成立した《チェンマイ合意》は、東アジア協力の試みとして前進しています。

　今後とも、各国政府間の政策対話を強化して〈ＡＳＥＡＮ＋日本・中国・韓国〉の多国間協力枠組みのもとで、新しい―アジア通貨基金の創設を推進すべきだと私は考えております。

　　　　□　私はもう一つの構想として『東北アジア貿易・投資銀行』の

　　　　　　　　設立について議論を始めることを提案したいと思います。
　次に、東北アジア地域開発のためには、多国間開発金融機関を創設する必要があります。

　その一つとして『東北アジア開発銀行』（ＮＥＡＤＢ）構想は、十年前から提案されていますが、実現するには、まだまだ時間を必要とするだろうと思われます。

　近年は、韓国、中国、日本などで、この構想が政策課題として論議されはじめており、その実現を巡って、関係諸国の政府、民間の動きもにわかに活発化しております。

　しかし、私はもう一つの構想として『東北アジア貿易・投資銀行』の設立について、議論を始めることを提案したいのです。

　これは、東北アジア地域内資金循環システムの一環として、地域内の潤沢な資金を活用して、発展途上国の開発だけではなくて、地域内の国境にまたがる共同開発や、途上国の市場経済化の支援、貿易・投資を促進するための金融機関として活用することができます。

　これまで、ＡＤＢ（アジア開発銀行）が地域開発に重要な役割を果たしてきましたが、世界の60％の人口を抱えているアジア地域の開発を支えるには限界があります。

　目を世界に向けると、ラテンアメリカ地域には五つ、アフリカ・アラブ地域には12の多国間地域開発金融機関があって、そのほかにもＡＭＦ（アラブ通貨基金）が、1976年にアラブ連盟22ケ国によって創設されております。

　それに比べてみると、東北アジア地域の金融インフラ（infra 基盤）が、どんなに遅れているかがよく分かり「ＡＤＢ（アジア開発銀行）だけでアジアの開発を全うできる」

　という主張は説得力を欠いております。

　　　□　地域協力の流れを見ると日中韓３ケ国が東アジアの中核的

　　　　　　　　リーダーシップを発揮しているということができます。

　このように、東北アジア地域内の経済交流が強化されるなかで、地域協力のモメンタム（momentum 勢い）が出てきていることについて、お話しておきたいと思います。

　その一つは、1997年に『ＡＳＥＡＮ＋日中韓３ケ国首脳会議』が初めて開催できたことです。

　さらに、２年後の1999年に『日中韓３ケ国首脳会議』が開かれましたが、東アジア何千年の歴史のなかで、初めてこういう会合を持つことができたわけです。

　これは、当時の金大中韓国大統領が提案したもので、これを日本の小渕恵三首相と、中国の趙紫陽首相が受けて開催できたわけで、首脳会議だけではなくて、閣僚級会合も定例化しております。

　もう一つ、2000年６月、朝鮮半島の『南北首脳会談』、これに伴った〈南北宣言〉は、大きな歴史的転換だったのではないかと思います。

　これを日本との関係で見ると、2002年9月の『日朝首脳会談』及び、これに伴った《平壌宣言》ですが、現在は―拉致問題で〈埒が明かない〉状況ですが、もうちょっと長い目で、これを歴史的に展望しますと、私の考えでは好ましい方向で展開していると思います。

　以上のように、地域協力の流れを見ますと政府間の協力が動き出している首脳間の外交と対話のチャンネルができている（いま日中首脳間はぎくしゃくしていますが、一時的な現象にすぎないと思います）日・中・韓３ケ国が東アジアの中核的リーダーシップを発揮している制度的協力への条件が形成しつつあるというふうに私は見ております。

　　　　□　一つは『大中華思想』二つは『小中華思想』

　　　　　　　　　　さらには『五族協和思想』からの脱却が求められます。

　以上、お話したように、いま経済的・制度的な地域統合の流れは生まれつつありますが、われわれの意識面で、やや遅れている側面があるのではないかと思われますので、私はここに―東北アジア共同体形成に向けての意識改革を主張したいと思います。

　そのなかで〈よくわかっていながら、もっと考えなければならない〉ということの一つは『大中華思想』、二つは『小中華思想』、さらには『五族協和思想』からの脱却を求めたいのです。『大中華思想』というのは「中国を世界の中心と考える」伝統的な思想で、『小中華思想』は、大陸の明朝と清朝に敗れた朝鮮半島で生まれたところの「自分たちが儒教思想の正統派である」という思想です。

　もう一つは『五族協和思想』で、例えば、石原莞爾（日中戦争勃発当時の参謀本部作戦部長。世界最終戦論を唱え、東亜連盟を指導した。一八八九～一九四九年）の『五族協和論』は、素晴らしい内容ですが、唯一の欠陥は「日本の天皇が五族を総攬する」「日本の天皇が五族の頂上にある」という考え方で、当時の政治・社会情勢からしてこのように考えたのでしょうが、昔は中国にも皇帝がありましたし、朝鮮にも王朝があって、日本の天皇を頂点とする考え方は、あまりにも自己中心的であって、ある意味では中国の『中華思想』と似ているのではないかと思います。

　　□　旧来の思想を保留したままで東アジア共同体が創設できるのか

　　　　　　どうかということを真剣に考えなければなりません。

　この『中華思想』というのは、中国で生まれましたが、何も特有のものではなくて、東アジア地域の国々の人はみな―自分たちが中心であるという考え方を一つの思想として持っていたみたいで、例えば、朝鮮半島で生まれた『小中華思想』にしても―自分たちが中心であるという意識がたいへん強いわけです。

　日本も近代に入ってから、自己中心的な思想、民族優越的な『五族協和思想』が生まれたわけで「このような思想を保留したままで、東アジア共同体が創設できるのかどうか」

　を、われわれは真剣に考えなければなりません。

　もう一つの意識面で考えますと、欧米優越意識の克服と、アジア人としての矜持と誇りを持つことが大事ではないかなと思います。

　これは、近代において東アジアは、欧米列強に侵略されて、福沢諭吉（明治初年の思想家、教育家。一八三四～一九〇一年）みたいに―脱亜入欧論を唱えたりして、アジア蔑視、あるいは、自己喪失の思想に陥るわけです。

　しかし、近年は東アジア経済、あるいは、東アジア文化の台頭によって、経済的、文化的環境はさま変わりしております。

　　　□　アジア共同体というのは平和、平等互恵、共存共栄という

　　　　　　　　イデオロギーを超えた定理を打ち出すべきではないか。
　最近、多くの場面で、日本の方々と議論すると「経済も文化も、日本は東アジア諸国と違う」と強調されることがあります。

　もちろん、諸国間に〃違い〃はたくさんあって、どこに視点をおくかによって見方は大きく変わりますが、私は「近代以前の割かれていた世界の中で、日本を含めて、歴史的・文化的に、東アジアは一つの文化圏にあったのではないか」と認識しております。

　なぜこのような認識が必要なのかというと、今後われわれはどんな道を歩むのかを考えたとき―求大同、存小異の共通点を、どのようにして見い出し、お互いの共通意識、コンセンサス（consensus 合意）によって、改めて東アジア人としての意識、あるいは、東アジア人としての誇りを持つことが求められているからです。

　そこで、この際、もう一つ触れたいことは、イデオロギー（ldeolgie 観念）を乗り越える必要があるのではないかということです。

　いまよく世間で、マスコミにおいても「民主主義という価値観を持たないと、お互いに協力できないのではないか」と言われております。

　一応、それには正当性があると思いますが、私は民主主義であろうと社会主義であろうと、これはイデオロギー的な思想傾向にすぎないのではないかと思うのです。

　もちろん、民主主義は素晴らしいかも知れませんが、もともと社会主義というのは「資本主義、民主主義よりも、もっとレベルの高い思想を創り出そう」ということで、創り出された思想であるという経緯があります。

　したがって、よくよく考えれば、社会主義思想の中には、民主主義思想が全部、包括されているはずであります。

　そんなこんなで「資本主義だから、民主主義だから、社会主義だから云々……」などというのは、砂上の楼閣に等しい論争ではないでしょうか。

　あるいは、政治的にはいろんな差異があるでしょうが、イデオロギーで一つの地域統合、地域協力、あるいは、東アジア人的な精神を追求できるのかどうか、私は疑問に思います。

　そういう意味で、私が考えている東アジア共同体というのは、平和主義、平等互恵、共存共栄というイデオロギーを超えた、もっと大きな定理を打ち出すべきではないかと思います。

　　□　他国排除の姿勢ではなくてもっと大局的見地から

　　　　　　　こういう問題に臨むことが大事ではないでしょうか。

　次は、東アジア共同体創設に向けての―現実の課題と解決法についてお話したいのですが、その一つは、日中関係の接近法と、日韓関係の接近法です。

　先ず日中関係ですが、いまいろいろな意見がありますが、その多くは近視眼的な見方で、私はもっと大局的に見る必要があると思います。

　それは、世界のなかの日中関係というか、とくにアメリカ、ＥＵ、ロシアなどの大国を見据えたうえでの日中関係を捉えれば、もっと別の解決方法、もっとよい関係を構築する状況が見えてくるのではないでしょうか。

　例えば、シベリアと東北アジアを結ぶエネルギーパイプラインにしても、最初、中国がロシアと合同でやろうとしたところ、日本の首相が「もっと多くの資金を投入して日本とやろう」と提案して政治的悶着が生じましたが、これは大局的な姿勢が足りないせいで〈日本が悪い、中国が悪い〉とかいう問題ではなくて、日本と中国が大局的な見地から協力しあって、ロシアと天然ガス・石油パイプラインの交渉をしたら、もっといい条件での交渉ができるはずです。

　二つ目は、リージョナル（regional 地域的）な多国間で見る日中関係で、韓国とか極東ロシアを考慮しての日中関係ですが、日中関係だけに偏ると、見えない部分がたくさん出てきます。

　事例を挙げますと、いま日本と中国との間で歴史問題云々されていますが、中国と韓国との間でも歴史問題はあって、この場合、もうちょっと視野を広げて、日本と中国との関係、韓国と中国との関係というリージョナルな視点で歴史問題を捉えたら、また違った解決法が出てくるはずです。

　いま韓国の学者がよく口にするのは「中国側は〈日本は歴史を正しく認識していない〉と批判しているけれども、中国はなぜ韓国の祖先の歴史まで云々するのですか」

　といった中国への批判です。

　私は中国籍ですけれども、こういう他国排除の姿勢ではなくて、もっと大局的見地からこういう問題に臨むことが大事で、そうすると、自分はどういう態度を取るべきかということが、はっきり見えてくるのではないでしょうか。

　　　□　昨今俎上に上る歴史問題で前向きの思考を停止してしまうと

　　　　　　　日中両国お互いにとってたいへん不幸になります。
　三つ目は、東アジア共同体創設のためには、民間交流、経済依存関係に重点を置くべきではないかということです。

　経済交流は市場原理によって、日・中・韓の間で進んでおりますが、これからは民間人の交流がいっそう大事ではないかと思います。

　要するに、人と人とが肌を触れ合いながら交流すれば、お互いに何を考えているかが分かりますし、どういう共通点を見つけて、どんな競争をしようとしているのかなど、具体的なことを知ることができます。

　そういう意味で、民間交流が大事だと思うのでして、私はもともと中国の国民ですが、日本の研究機関で長く働くことができるのは、今は昔と違って、東アジアそのものが著しく変化してきたということができます。

　実際に、日中関係というのは、一般的に考えられているような険悪な状態はなくて、数百万人単位の人的交流が行われております。

　こういう現状を考えますと、以前の日中関係というのは―日中友好として観念的に捉えてきましたが、昨今は自分の目で見て、自分の耳で聞いて、自分の口で相手とコミュニケーションして、肌身でもって、隣国はどういうものなのか、どこが違っていて、どこが同じなのかということが実感できるわけです。

　四つ目は、歴史問題が未来志向の障碍にならないよう配慮することが大事で、中国のリーダーがよく口にする歴史問題はもちろん大事ですが、歴史問題で前向きの思考を停止してしまうと、日中両国お互いにとって不幸になります。

　　　□　中国のＷＴＯ（世界貿易機関）加盟を契機に日本の資本が

　　　　　ニューヨーク市場から中国市場にシフトする傾向を見せています。

　さて、2003 年10月21日、ＡＰＥＣ上海会議の際、中国の江沢民主席は小泉首相と会見しましたが、二週間もたたないうちに、日本の首相が2回も訪中したということは、日中関係のなかで異例なことでした。

　このような電撃的な首脳外交は、日本の対中関係重視を印象づけるものですが、日中関係が回復に向けて大きく前進するかどうかは、今後の動きを見極めなければなりません。

　ただ〈これ以上、日中関係を悪化させたくない〉という両国首脳の認識が、ここで端的に示されたことは間違いないと思います。

　いったいなぜ日中関係を悪化させてはならないのかについて、一言でいえば、両国関係の悪化は両国の国益に適わないからですが、残念なことに、近年日本では―中国脅威論

　が唱えられておりまして、それに対抗するかのように、中国でも―日本脅威論が噴出しております。

　これは、お互いに相手を罵りあっているのと同じですけれども、にもかかわらず、喧嘩をしても敵対関係に陥らないのが日中関係です。

　つまり、仲の悪い兄弟のように、喧嘩をしていても同じ家で暮らすしかないので、結局は妥協するのでして、それほど、両国の相互依存関係は急速に深まっております。

　例えば、日中間の貿易額は、年間857億ドル（2000年）で、中国にとって日本は最大の貿易相手国であり、日本にとっても対中貿易は、アメリカ（25％）に次いで第2位で、10％を超えております。

　アメリカ経済の減速傾向とテロ事件の影響で、日本の対米貿易は大幅に減少する傾向にありますから、今後十年間で両国に対する貿易比重は逆転する可能性さえあります。

　さらに近年、直接投資が中国にシフト（shift 移行）する傾向があって、例えば、日経新聞によると、日立製作所は今後五年間で中国に一千億円の設備投資を行い、生産拠点を中国にシフトするということで、これは、生き残りを中国に賭けての決断であろうと考えられます。

　一方、中国株式市場での日本の投資が、前年度比六倍に急増したことからもわかるように、資本市場においても、中国のＷＴＯ（世界貿易機関）加盟を契機に、日本の資本がニューヨーク市場から中国市場にシフトする傾向を見せております。

　　　　□「中国の軍事力が強くなることが直ちに日本に対する脅威になる」

　　　　　　　　　　　　という理論は正しいのでしょうか。
　このような両国間の相互依存関係の進化と裏腹に、日本の政界では、先ほどお話したように『中国脅威論』が盛んに唱えられております。

　先般、私は某新人代議士の当選パーティーに参加しましたが、彼は聴衆に向けて

「巨大化する中国に対して、脅威論を持って対応しなければならない。対中国ＯＤＡ（政府開発援助）は慎重にすべきである」

　と、堂々と喋ったことに、私は驚きを禁じ得ませんでしたが、果たして『中国脅威論』は日本の国益になるのでしょうか。

　いわゆる〈中国脅威〉と言えば、中国の軍備増強と経済の巨大化にほかありませんが

「中国の軍事力が強くなることが、直ちに日本に対する脅威になる」

　という理論は正しいのでしょうか。

　アメリカの軍事力は日本と比べてはるかに強大であり、かつて日本を敗北させたのもアメリカの原子爆弾でしたが、そのアメリカの軍事力を脅威と見る日本人は少ないように思います。

　それどころか、日本人にとってアメリカは―信頼できる国なのであります。

　これを類推するならば、仮りに中国の軍事力が日本より強くなったとしても、中国との信頼関係を構築していけば、脅威は自ずと弱まるのであって、まして、ＯＤＡと中国の軍備増強を結びつけるのは、賢明な発想ではありません。

　ちなみに、中国の軍事支出は年間約126億ドルで、日本の447億ドルの3分の1にも及ばず、アメリカの2650億ドルの20分の1に過ぎません。

　先ほどお話したように、中国の経済学者は「日中両国は、東アジア号列車のダブル・エンジンである」と喩えましたが、これは日中協力の必要性についての、中国側の認識を端的に示すものであって、いまこそ日中間で〈相互依存安定〉を構築しなければならない時期に来ているのではないでしょうか。

　　　□　大陸勢力と海洋勢力など周囲の鯨に翻弄されないために

　　　　　　　　鯨たちを仲裁できる賢明なイルカを目指す。
　次は、韓国の問題で、この国は『米韓同盟』の立場から、イラクでの対米支援を決断、反戦の声が高まるなか国会が派兵を決めましたが、他方で対北朝鮮平和解決の道を、全力で模索しています。

　その道は、盧武鉉大統領が2月の就任時に打ち上げた「韓国を東北アジアのハブ（hub中枢）国家に…」というビジョンを描かれました。

　つまり、東北アジアの中心に位置し、かつて、中国、ロシアといった大陸勢力と、日本、アメリカなどの海洋勢力が競ってきた朝鮮半島、その苦慮の歴史を踏まえての未来構想です。

　盧大統領は、近著『韓国の希望・盧武鉉の夢』のなかで、歴史を振り返り「大陸勢力と海洋勢力が対立し始めた16世紀末以来、私たちは〈鯨の喧嘩でエビの背が裂ける〉状況から脱出できなかった。こうしたエビの境遇になった責任を、外部だけに求めることはできない。根本的な責任は自らにある」と述べました。

　そして、これからは周囲の鯨に翻弄されないために鯨たちを仲裁できる賢明なイルカを目指す。東北アジアの中心にある地の利を生かし、交通、物流、通信、金融の中心地になるために、日本、中国と提携して、東北アジア平和協力機構や、東北アジア開発銀行などの仕組みを作り『鉄（道）のシルクロード開発コンソーシアム（consortium 国際借款団）』を創設するなどの青写真を用意しています。

　　　□　日本と北朝鮮の間では―戦後はまだ終わっていない

　　　　　　　　　　　　　という厄介な問題が横たわっております。

　もう一つは―日朝関係の接近法についてですが、大事なのは、近視眼的な視点を克服することではないでしょうか。

　目の前のことばかりを論わないで、歴史的な時間軸を的確に設定して、もっと広い視点から問題を捉えないと、日本の外交を誤ることになるのではないかと危惧します。

　いま拉致問題が切実ですが、これは30年前に起きたことで、この拉致問題と日本の統治時代に起きた問題とが複雑にからみ合っていて、日本と北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）の間では―戦後はまだ終わっていないという厄介な問題が横たわっていて、いわば、両国は未だ戦争状態にある国です。

　つまり、国交もない戦争状態の国の間で、こういうことが起こるのは、いまわれわれが民主主義的近代国家のなかで考えているのと、北朝鮮の人々の考え方との間には、ちょっとズレがあるからではないかと私は思います。

　拉致問題は早急に解決しなければなりませんが「相手の立場に立った場合、何が見えてくるのか」ということも考えなければなりませんが、いま日本が取っている北朝鮮問題の捉え方を見ると―相手を知らないということがあって、的確な対抗政策が見えてこないので、問題解決が非常に難しい状態になっているのではないでしょうか。

· 国民感情、民族意識を乗り越えて客観的に東アジアで
　起こっている諸問題を見定める必要があるのではないでしょうか。
　最後に大事なことは「的確に北朝鮮を見る必要がある」ということで、哲学では

「万物は日々に変化していないものはない」と言っております。

　私は北朝鮮に数回行きましたけれども、北朝鮮の変化は非常に激しくて、それが―良い方向に展開するのか―悪い方向に展開するのか―混乱状態になるのかということはともかくとして、日々刻々に変化しております。

　その変化の基本的な特徴は、一つは、経済が意識的にせよ無意識的にせよ、うまくいっていなくて、独特の配給制度は、もはや維持できなくなっております。

　もう一つは、中国の影響力がものすごく強くなっていまして、中国との間の取引は十億ドルを超えていますが、これに対して、日本は縮少傾向で2億5千万ドルくらいしかありません。

　そうすると、いま―経済制裁という話もありますが、こんな状況のなかで経済制裁をして、果たして効果があるのかどうか。
　さらには、多国間関係のなかでの日朝関係も捉えるべきで、いまは―６ケ国協議（日本、中国、韓国、アメリカ、ロシア、北朝鮮）　があって、せっかくこういう枠組みができているので、これも大事にしながら、どのように日朝の接近法を設定するのか考えるべきだと思います。

　しかも、物事には優先順位があって、これをちゃんと考えて手を打たないとダメで、日本の利益だけに関心を持って他の国のことには関心がないというのでは、日本にとって大きなマイナスになるのではないかと思います。

　もっと国民感情、民族意識を乗り越えて、客観的に東アジアで起こっている諸問題を見定める必要があるのではないかというのが、私のスタンスであります。

　　　　　　　　                           （文責　栗山　要・大脇準一郎）
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